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行革本部専門調査小委員会ヒアリング資料 

 
平成 19年 2月 

産業技術総合研究所 
１．基礎的事項 
（１）業務内容 
 産業技術総合研究所は、幅広く多岐にわたる技術分野に携わる研究者集団による創造

性と知の融合に溢れた研究活動の実施を通じて、産業・社会にとって重要な新たな技術

の創出、産業技術力の向上や新規産業の創出などを図り、我が国の経済発展に貢献し、

国民生活の向上に寄与することを目的とする。 
（平成１３年４月に国の施設等機関（経済産業省工業技術院）から独法化（公務員型の

特定独法）、平成１７年４月に非公務員型独法化。） 
 
（２）職員数（平成 18年 12月現在） 
職員数：6044名（研究職員 2517名，事務職員 708名，契約職員 2816名） 
役員数：14名 

 
（３）組織構成（施設等機関など） （別紙１）参照 
 
（４）組合数  1 
 
（５）組合員数  1576名 
 
（６）組織率  26.23パーセント 
 
（７）在籍専従者数 0名 
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２．照会事項 
（１）独法化による人事制度上の変化 
①柔軟な任用制度の導入 
ⅰ）機動的・弾力的な人材配置及び組織改編、職種間の人材の流動化を実現。 
ⅱ）招聘型研究員制度・若手研究員制度の創設及び積極的活用により、研究内容に基

づく必要に応じた人材確保を実現。 
ⅲ）独自の採用試験制度の導入により、必要な人材の確保を実現。 
②柔軟な任用の実効性を高める新たな給与制度の導入 
ⅰ）職責手当（級数ではなく役職に応じた手当）の創設により、級と役職を連動させ

ずに適材適所の人材配置を行うことを実現。 
ⅱ）研究系職員と事務系職員の俸給表の一本化により、職種を越えた適材適所の人材

の配置・流動化を実現。 
③適切な任用や給与、組織活力の基盤となる個人評価制度の導入 

評価の実施過程を通じて、評価者と被評価者との円滑な意思疎通や課題認識の共有

等を図り、職員の意欲の向上と組織全体のパフォーマンスの向上を図る。 
⑤人事交流の円滑化 

自由かつ柔軟な人事交流や兼業を実現し、研究内容に応じた人材の投入や研究人材

の流動化に寄与。 
⑥柔軟な勤務形態 

勤務時間のフレックスタイム制の拡充等、柔軟な勤務形態を実現し、効率的・効果

的な研究開発の実施に寄与。 
 

 
（２）人事当局の人事管理業務について 
 人事当局（能力開発部門）は、以下の業務を実施し、適材適所の人材配置の推進、職

員の能力や職務遂行に係る能率の向上及び適正な労務管理の推進等を図る。 
産業技術総合研究所組織規程 
（能力開発部門） 
第 29条 能力開発部門は、人事、個人評価、給与、兼業、栄典、表彰、研修その他の
能力開発並びに労働条件、労使関係の調整、服務規律及び懲戒に関する業務を行う。 
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（３）労使関係、団体交渉、協約締結等の状況 
①労使関係の状況 
使用者側と組合側との間で、良好な労使関係を維持。労働条件全般については、双

方の交渉等を経て決定。 
②団体交渉の状況 
• 産総研全体に関する事項（職員の処遇・給与等）については、理事長等と組合本

部との間で懇談・交渉を実施。 
• 個別の事業所に関する事項（個別の事業所毎の固有の事項や一般管理設備の修繕

等）は各事業所の管理監等と組合支部との間で交渉を実施。 
③協約締結等の状況 
• 給与の口座振込に関する協約（給与の現金支給を廃止し、全額口座振込とする内

容）他 10件程度 
• 時間外及び休日の労働に関する協定（1 日 8 時間、1 週間 40 時間を超える勤務
を可能とする内容）他 5件程度 

「協約」は全労働組合員を対象とし、「協定」は個別の事業所の職員を対象とするもの。 
 
（４）現状の労使関係の課題、今後の在り方等についての意見 
• 労使関係については、組織全体のあり方から日常的な要求事項に至るまで、使用者

側として交渉等を通じて誠意を持って対応しており、良好な関係を維持しながら諸

課題の解決を図っている。 
• 独法化による労使関係の混乱はないものの、民間型の労使交渉については未成熟な

部分もある。 
 
• 交渉等の場において、組合から「職員の給与水準については（人事院勧告に準拠す

るのではなく）産総研独自で策定すべきである」との意見が出ている。これは、本

来は独法通則法に基づき社会一般情勢等を踏まえて独法が給与水準を独自に定め

ることができるにもかかわらず、毎年度の給与水準の変動に関して人事院勧告に準

拠している実情を踏まえたもの。 
• ラスパイレス指数のような画一的な尺度で比較するのではなく、独法ごとの能力や

実績に応じて、適切な自由度を確保していくことが重要。 
 



産総研の組織図産総研の組織図産総研の組織図
理事長と研究ユニットや研究関連・管理部門が直結したフラットな組織体制
柔軟に研究ユニットを廃止・新設（研究ユニット制の採用）
内外の優れた人材をタイムリーに起用
研究のサポートにあたる研究関連・管理部門の充実

（平成１８年１２月１日現在）

企
画
本
部

企
画
本
部

３種類の研究ユニット

特定の課題解決のための「研究センター」 （時限７年）

中長期的観点から研究を進める「研究部門」 （恒常的組織）

研究センターへの展開を目指す「研究ラボ」 （時限３年）

フェローフェロー

運営諮問会議運営諮問会議

監事監事

研究コーディネータ研究コーディネータ

産業技術アーキテクト産業技術アーキテクト

情報化統括責任者（CIO）情報化統括責任者（CIO）

研究拠点

北海道センター
東北センター
つくばセンター
臨海副都心センター
中部センター
関西センター
中国センター
四国センター
九州センター

理事長理事長副理事長
理事

副理事長
理事

名誉フェロー名誉フェロー 顧問顧問 参与参与

研
究
環
境
整
備
部
門

研
究
環
境
整
備
部
門

財
務
会
計
部
門

財
務
会
計
部
門

能
力
開
発
部
門

能
力
開
発
部
門

研
究
業
務
推
進
部
門

研
究
業
務
推
進
部
門

国
際
部
門

国
際
部
門

知
的
財
産
部
門

知
的
財
産
部
門

技
術
情
報
部
門

技
術
情
報
部
門

評
価
部

評
価
部

産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ズ
（TLO

）

産
総
研
イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
ズ
（TLO

）

業
務
推
進
本
部

業
務
推
進
本
部

環
境
安
全
管
理
部

環
境
安
全
管
理
部

特
許
生
物
寄
託
セ
ン
タ
ー

特
許
生
物
寄
託
セ
ン
タ
ー

ベ
ン
チ
ャ
ー
開
発
戦
略
研
究
セ
ン
タ
ー

ベ
ン
チ
ャ
ー
開
発
戦
略
研
究
セ
ン
タ
ー

先
端
情
報
計
算
セ
ン
タ
ー

先
端
情
報
計
算
セ
ン
タ
ー

広
報
部

広
報
部

監
査
室

監
査
室

産
学
官
連
携
推
進
部
門

産
学
官
連
携
推
進
部
門

地
質
調
査
情
報
セ
ン
タ
ー

地
質
調
査
情
報
セ
ン
タ
ー

計
量
標
準
管
理
セ
ン
タ
ー

計
量
標
準
管
理
セ
ン
タ
ー

研
究
セ
ン
タ
ー

研
究
セ
ン
タ
ー

研
究
部
門

研
究
部
門

研
究
ラ
ボ

研
究
ラ
ボ

法
務
室

法
務
室

(29) (21) (7)
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情
報
公
開
・
個
人
情
報
保
護
推
進
室

情
報
公
開
・
個
人
情
報
保
護
推
進
室

男
女
共
同
参
画
室

男
女
共
同
参
画
室

次
期
情
報
シ
ス
テ
ム
研
究
開
発
推
進
質

次
期
情
報
シ
ス
テ
ム
研
究
開
発
推
進
質

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
室

イ
ノ
ベ
ー
シ
ョ
ン
推
進
室

＜別紙１＞

-
4
-


